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(百万円未満切捨て)

１．2023年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2022年４月１日～2022年９月30日）

（１）連結経営成績 (％表示は、対前年中間期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期中間期 5,450,460 △5.2 294,391 △46.2 205,912 △22.3
2022年３月期中間期 5,750,780 2.0 547,668 51.9 265,163 48.2

(注)包括利益 2023年３月期中間期 △860,052百万円( －％) 2022年３月期中間期 480,185百万円( △82.6％)

　
１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期中間期 56.81 －
2022年３月期中間期 68.33 －

　

(注) 「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期中間期 295,203,305 13,509,037 3.8

2022年３月期 303,846,980 14,688,981 4.1
(参考) 自己資本 2023年３月期中間期 11,319,209百万円 2022年３月期 12,309,391百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 0.00 － 50.00 50.00

2023年３月期 － 0.00
2023年３月期(予想) － 50.00 50.00

　

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 10,670,000 △5.3 700,000 △29.4 400,000 △20.3 111.39
　

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　　



※ 注記事項

（１）当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、【添付資料】Ｐ．９「２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記事項
　 （会計方針の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期中間期 3,657,797,700株 2022年３月期 3,767,870,229株

② 期末自己株式数 2023年３月期中間期 100,488,423株 2022年３月期 105,519,251株

③ 期中平均株式数（中間期） 2023年３月期中間期 3,624,799,705株 2022年３月期中間期 3,880,481,363株

(注) 期末自己株式数には、株式給付信託が保有する当社株式が、2023年３月期中間期1,140,500株、2022年３月期

375,400株含まれております。また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数には、株式給付信託
が保有する当社株式が、2023年３月期中間期905,232株、2022年３月期中間期440,716株含まれております。

(個別業績の概要)

１．2023年３月期第２四半期（中間期）の個別業績（2022年４月１日～2022年９月30日）

（１）個別経営成績 (％表示は、対前年中間期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期中間期 213,022 △8.8 174,025 △10.8 183,095 △9.3 195,445 △34.6

2022年３月期中間期 233,574 82.1 195,036 93.9 201,962 91.5 298,990 －

１株当たり
中間純利益

円 銭

2023年３月期中間期 53.92

2022年３月期中間期 77.05
　

　
（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期中間期 5,756,087 5,613,946 97.5

2022年３月期 5,848,650 5,740,721 98.2

(参考) 自己資本 2023年３月期中間期 5,613,946百万円 2022年３月期 5,740,721百万円

※ 中間決算短信は公認会計士又は監査法人の中間監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績予想等将来に関する記述は、当社が現在把握している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束するものではありません。実際の業績等は、新型コ
ロナウイルス感染症の拡大による影響、ロシアによるウクライナ侵攻の影響、金利の変動、株価の変動、為替相
場の変動、保有資産の価値変動、経済・金融環境の変動、競争条件の変化、大規模災害等の発生、法規制の変更
等様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当中間決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当中間連結会計期間の経常収益は、郵便・物流事業セグメントが949,584百万円（前年同期比5,454百万円減）、

郵便局窓口事業セグメントが538,804百万円（前年同期比39,483百万円減※）、国際物流事業セグメントが323,475百

万円（前年同期比43,427百万円減）、銀行業セグメントが928,802百万円（前年同期比225,245百万円減）、生命保

険業セグメントが3,202,443百万円（前年同期比23,678百万円減）となったことなどにより、連結経常収益は

5,450,460百万円（前年同期比300,319百万円減）となりました。また、経常利益は、郵便・物流事業セグメントが

4,340百万円の経常損失（前年同期は7,728百万円の経常利益）、郵便局窓口事業セグメントが37,899百万円の経常

利益（前年同期比18,604百万円増※）、国際物流事業セグメントが3,315百万円の経常利益（前年同期比7,511百万円

減）、銀行業セグメントが220,124百万円の経常利益（前年同期比105,464百万円減）、生命保険業セグメントが

33,903百万円の経常利益（前年同期比149,980百万円減）となったことなどにより、連結経常利益は294,391百万円

（前年同期比253,276百万円減）となりました。

　以上の結果、連結経常利益に、特別損益、契約者配当準備金繰入額、法人税等及び非支配株主に帰属する中間純

利益を加減した親会社株主に帰属する中間純利益は、205,912百万円（前年同期比59,250百万円減）となりました。

※ 当中間連結会計期間より、当社グループの報告セグメントの区分として従来「郵便局窓口事業」に含まれて

いたJPビルマネジメント株式会社の営む事業を「その他」に変更しており、前年同期比については、区分方法

の変更に伴う組替後の数値により記載しております。

（２）財政状態に関する説明

① 資産の部

資産の部合計は、前連結会計年度末比8,643,675百万円減の295,203,305百万円となりました。

主な要因は、その他資産894,570百万円の増、金銭の信託765,599百万円の増の一方、現金預け金6,459,968百万

円の減、有価証券4,133,284百万円の減によるものです。

② 負債の部

負債の部合計は、前連結会計年度末比7,463,731百万円減の281,694,267百万円となりました。

主な要因は、その他負債1,253,921百万円の増、貯金520,787百万円の増の一方、借用金5,351,501百万円の減、

売現先勘定2,340,993百万円の減、責任準備金1,492,605百万円の減によるものです。

③ 純資産の部

純資産の部合計は、前連結会計年度末比1,179,944百万円減の13,509,037百万円となりました。

主な要因は、利益剰余金22,776百万円の増の一方、その他有価証券評価差額金680,348百万円の減、繰延ヘッジ

損益204,659百万円の減によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年３月期の連結業績予想につきましては、2022年５月13日に公表した通期の業績予想から変更はありませ

ん。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

現金預け金 68,502,665 62,042,697

コールローン 2,510,000 2,400,000

買現先勘定 11,958,586 11,179,575

債券貸借取引支払保証金 － 454,022

買入金銭債権 436,845 419,140

商品有価証券 11 10

金銭の信託 10,762,356 11,527,955

有価証券 193,172,232 189,038,948

貸出金 8,693,923 9,343,228

外国為替 213,924 160,555

その他資産 3,183,566 4,078,137

有形固定資産 3,105,104 3,085,413

無形固定資産 224,931 238,316

退職給付に係る資産 69,639 69,594

繰延税金資産 1,019,228 1,171,765

貸倒引当金 △6,036 △6,057

資産の部合計 303,846,980 295,203,305
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

貯金 191,731,173 192,251,960

売現先勘定 22,032,546 19,691,552

保険契約準備金 58,196,072 56,679,325

支払備金 402,608 424,702

責任準備金 56,533,454 55,040,848

契約者配当準備金 1,260,009 1,213,774

債券貸借取引受入担保金 3,751,134 4,035,192

借用金 5,942,886 591,385

外国為替 697 1,152

社債 300,000 335,000

その他負債 3,455,867 4,709,788

賞与引当金 127,237 123,967

退職給付に係る負債 2,223,051 2,265,466

従業員株式給付引当金 515 251

役員株式給付引当金 1,139 889

睡眠貯金払戻損失引当金 58,813 56,848

特別法上の準備金 972,606 891,195

価格変動準備金 972,606 891,195

繰延税金負債 364,257 60,290

負債の部合計 289,157,998 281,694,267

純資産の部

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 1,458,718 1,355,862

利益剰余金 6,138,069 6,160,845

自己株式 △96,106 △96,524

株主資本合計 11,000,681 10,920,183

その他有価証券評価差額金 1,731,180 1,050,832

繰延ヘッジ損益 △479,930 △684,590

為替換算調整勘定 △112,443 △119,947

退職給付に係る調整累計額 169,902 152,731

その他の包括利益累計額合計 1,308,709 399,025

非支配株主持分 2,379,590 2,189,827

純資産の部合計 14,688,981 13,509,037

負債及び純資産の部合計 303,846,980 295,203,305

　



日本郵政株式会社(6178) 2023年３月期 第２四半期決算短信

― 5 ―

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

経常収益 5,750,780 5,450,460

郵便事業収益 1,301,754 1,251,518

銀行事業収益 1,153,286 928,047

生命保険事業収益 3,226,113 3,202,015

その他経常収益 69,625 68,879

経常費用 5,203,112 5,156,068

業務費 3,671,545 3,827,970

人件費 1,219,213 1,195,499

減価償却費 130,942 114,777

その他経常費用 181,410 17,821

経常利益 547,668 294,391

特別利益 13,178 88,995

固定資産処分益 8,686 6,081

特別法上の準備金戻入額 － 81,410

価格変動準備金戻入額 － 81,410

移転補償金 322 90

受取保険金 4,154 831

その他の特別利益 14 581

特別損失 57,261 1,555

固定資産処分損 2,221 905

減損損失 4,135 614

特別法上の準備金繰入額 35,572 －

価格変動準備金繰入額 35,572 －

事業譲渡損 11,077 －

その他の特別損失 4,254 35

契約者配当準備金繰入額 36,004 27,172

税金等調整前中間純利益 467,581 354,660

法人税、住民税及び事業税 139,894 117,457

法人税等調整額 △3,131 △12,018

法人税等合計 136,762 105,439

中間純利益 330,818 249,220

非支配株主に帰属する中間純利益 65,655 43,307

親会社株主に帰属する中間純利益 265,163 205,912
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

中間純利益 330,818 249,220

その他の包括利益 149,367 △1,109,273

その他有価証券評価差額金 237,188 △854,629

繰延ヘッジ損益 △74,522 △230,062

為替換算調整勘定 10,295 △7,260

退職給付に係る調整額 △23,593 △17,324

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 3

中間包括利益 480,185 △860,052

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 339,403 △695,381

非支配株主に係る中間包括利益 140,782 △164,671
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

　前中間連結会計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,500,000 4,085,191 4,374,229 △831,661 11,127,759

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△4,972 △4,972

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,500,000 4,085,191 4,369,257 △831,661 11,122,787

当中間期変動額

剰余金の配当 △202,193 △202,193

欠損填補 △1,267,127 1,267,127 －

親会社株主に帰属す

る中間純利益
265,163 265,163

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△75,982 △75,982

自己株式の取得 △250,000 △250,000

自己株式の処分 167 167

自己株式の消却 △1,080,816 1,080,816 －

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 － △2,626,119 1,532,290 830,984 △262,845

当中間期末残高 3,500,000 1,459,072 5,901,547 △677 10,859,941

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 2,893,921 △329,275 △104,433 206,389 2,666,601 2,276,705 16,071,067

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△13 △4,985

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,893,921 △329,275 △104,433 206,389 2,666,601 2,276,692 16,066,081

当中間期変動額

剰余金の配当 △202,193

欠損填補 －

親会社株主に帰属す

る中間純利益
265,163

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△75,982

自己株式の取得 △250,000

自己株式の処分 167

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

2,487 △66,387 11,016 △23,905 △76,788 352,101 275,312

当中間期変動額合計 2,487 △66,387 11,016 △23,905 △76,788 352,101 12,467

当中間期末残高 2,896,409 △395,663 △93,416 182,484 2,589,813 2,628,793 16,078,548
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　当中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,500,000 1,458,718 6,138,069 △96,106 11,000,681

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,500,000 1,458,718 6,138,069 △96,106 11,000,681

当中間期変動額

剰余金の配当 △183,136 △183,136

欠損填補 －

親会社株主に帰属す

る中間純利益
205,912 205,912

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△2,799 △2,799

自己株式の取得 △100,573 △100,573

自己株式の処分 98 98

自己株式の消却 △100,056 100,056 －

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 － △102,855 22,776 △418 △80,497

当中間期末残高 3,500,000 1,355,862 6,160,845 △96,524 10,920,183

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,731,180 △479,930 △112,443 169,902 1,308,709 2,379,590 14,688,981

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,731,180 △479,930 △112,443 169,902 1,308,709 2,379,590 14,688,981

当中間期変動額

剰余金の配当 △183,136

欠損填補 －

親会社株主に帰属す

る中間純利益
205,912

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△2,799

自己株式の取得 △100,573

自己株式の処分 98

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△680,348 △204,659 △7,503 △17,170 △909,683 △189,763 △1,099,446

当中間期変動額合計 △680,348 △204,659 △7,503 △17,170 △909,683 △189,763 △1,179,944

当中間期末残高 1,050,832 △684,590 △119,947 152,731 399,025 2,189,827 13,509,037
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。)を当中間連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

しております。これにより、取得原価をもって連結貸借対照表価額としていた一部の投資信託について、時価をも

って連結貸借対照表価額とすることに変更しております。
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（セグメント情報）

１．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計郵便・
物流事業

郵便局
窓口事業

国際物流
事業

銀行業 生命保険業 計

経常収益

外部顧客に対する
経常収益

930,934 39,214 323,334 928,047 3,202,015 5,423,546 24,674 5,448,220

セグメント間の
内部経常収益

18,650 499,590 141 754 428 519,565 214,501 734,066

計 949,584 538,804 323,475 928,802 3,202,443 5,943,111 239,175 6,182,286

セグメント利益
又は損失（△）

△4,340 37,899 3,315 220,124 33,903 290,901 180,962 471,863

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

　 ２．「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない病院事業等が含まれております。また、「その

他」の区分のセグメント利益には当社が計上した関係会社受取配当金（175,825百万円）が含まれておりま

す。

　

２．報告セグメント合計額と中間連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

(1) 報告セグメントの経常収益の合計額と中間連結損益計算書の経常収益計上額

（単位：百万円）

経常収益 当中間連結会計期間

報告セグメント計 5,943,111

「その他」の区分の経常収益 239,175

セグメント間取引消去 △734,066

調整額 2,240

中間連結損益計算書の経常収益 5,450,460

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「調整額」は、国際物流事業セグメントの経常収益の算出方法と中間連結損益計算書の経常収益の算出

方法の差異等によるものであります。

　

(2) 報告セグメントの利益又は損失の合計額と中間連結損益計算書の経常利益計上額

（単位：百万円）

利益 当中間連結会計期間

報告セグメント計 290,901

「その他」の区分の利益 180,962

セグメント間取引消去 △176,160

調整額 △1,311

中間連結損益計算書の経常利益 294,391

(注) 「調整額」は、国際物流事業セグメントのセグメント利益の算出方法と中間連結損益計算書の経常利益の

算出方法の差異等によるものであります。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの区分方法の変更）

当社グループ内の業績管理区分の一部変更に伴い、当中間連結会計期間より、当社グループの報告セグメントの

区分として従来「郵便局窓口事業」に含まれていたJPビルマネジメント株式会社の営む事業を「その他」に変更し

ております。

　



日本郵政株式会社(6178) 2023年３月期 第２四半期決算短信

― 11 ―

３．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当中間会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 142,756 174,299

棚卸資産 317 189

前払費用 774 1,566

短期貸付金 53,704 80,614

未収入金 36,153 17,464

未収還付法人税等 37,289 46,036

その他 5,867 16,991

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 276,859 337,155

固定資産

有形固定資産

建物 43,093 36,478

工具、器具及び備品 18,352 15,261

土地 91,737 89,698

その他 3,146 1,467

有形固定資産合計 156,328 142,905

無形固定資産 19,461 16,426

投資その他の資産

投資有価証券 147,465 98,348

関係会社株式 4,737,230 4,629,908

金銭の信託 412,160 425,634

長期貸付金 62,329 64,126

破産更生債権等 63 62

長期前払費用 1,445 1,178

前払年金費用 36,898 41,889

その他 172 213

貸倒引当金 △63 △62

投資損失引当金 △1,700 △1,700

投資その他の資産合計 5,396,001 5,259,599

固定資産合計 5,571,791 5,418,932

資産合計 5,848,650 5,756,087
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(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当中間会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

未払金 16,237 12,366

未払費用 1,042 1,715

未払法人税等 151 22

未払消費税等 3,185 847

賞与引当金 1,371 1,308

その他 2,221 12,692

流動負債合計 24,210 28,952

固定負債

社債 － 35,000

退職給付引当金 24,130 19,834

役員株式給付引当金 315 173

公務災害補償引当金 16,022 15,716

その他 43,250 42,462

固定負債合計 83,719 113,188

負債合計 107,929 142,141

純資産の部

株主資本

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金

資本準備金 875,000 875,000

その他資本剰余金 1,078,718 978,662

資本剰余金合計 1,953,718 1,853,662

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 325,471 337,780

利益剰余金合計 325,471 337,780

自己株式 △96,106 △96,524

株主資本合計 5,683,084 5,594,918

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 57,636 19,028

評価・換算差額等合計 57,636 19,028

純資産合計 5,740,721 5,613,946

負債純資産合計 5,848,650 5,756,087
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（２）中間損益計算書

(単位：百万円)
前中間会計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業収益

ブランド価値使用料 6,521 6,346

関係会社受取配当金 194,419 175,825

受託業務収益 21,763 22,899

貯金旧勘定交付金 121 48

医業収益 6,866 7,485

宿泊事業収益 3,882 417

営業収益合計 233,574 213,022

営業費用

受託業務費用 22,182 23,375

医業費用 8,765 8,985

宿泊事業費用 8,204 1,415

管理費 △614 5,219

営業費用合計 38,537 38,996

営業利益 195,036 174,025

営業外収益

受取配当金 4,540 6,129

受取賃貸料 1,403 1,366

その他 1,882 2,509

営業外収益合計 7,827 10,005

営業外費用

社債利息 － 12

賃貸費用 664 657

その他 236 265

営業外費用合計 900 936

経常利益 201,962 183,095

特別利益

固定資産売却益 44 443

関係会社株式売却益 87,530 3,395

その他 2,968 557

特別利益合計 90,544 4,396

特別損失

固定資産除却損 207 90

減損損失 3,100 161

その他 753 30

特別損失合計 4,061 282

税引前中間純利益 288,445 187,209

法人税、住民税及び事業税 △10,544 △8,235

法人税等合計 △10,544 △8,235

中間純利益 298,990 195,445
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（３）中間株主資本等変動計算書

　前中間会計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他

資本剰余金

資本

剰余金

合計

その他

利益剰余金
利益

剰余金

合計
繰越利益

剰余金

当期首残高 3,500,000 875,000 3,628,856 4,503,856 △1,267,127 △1,267,127

会計方針の変更による

累積的影響額
11 11

会計方針の変更を反映した

当期首残高
3,500,000 875,000 3,628,856 4,503,856 △1,267,115 △1,267,115

当中間期変動額

剰余金の配当 △202,193 △202,193

欠損填補 △1,267,127 △1,267,127 1,267,127 1,267,127

中間純利益 298,990 298,990

自己株式の取得

自己株式の処分

自己株式の消却 △1,080,816 △1,080,816

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 － － △2,550,137 △2,550,137 1,566,117 1,566,117

当中間期末残高 3,500,000 875,000 1,078,718 1,953,718 299,002 299,002

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △831,661 5,905,066 7,903 7,903 5,912,969

会計方針の変更による

累積的影響額
11 11

会計方針の変更を反映した

当期首残高
△831,661 5,905,078 7,903 7,903 5,912,981

当中間期変動額

剰余金の配当 △202,193 △202,193

欠損填補 － －

中間純利益 298,990 298,990

自己株式の取得 △250,000 △250,000 △250,000

自己株式の処分 167 167 167

自己株式の消却 1,080,816 － －

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△10,385 △10,385 △10,385

当中間期変動額合計 830,984 △153,035 △10,385 △10,385 △163,420

当中間期末残高 △677 5,752,043 △2,482 △2,482 5,749,560
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　当中間会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他

資本剰余金

資本

剰余金

合計

その他

利益剰余金
利益

剰余金

合計
繰越利益

剰余金

当期首残高 3,500,000 875,000 1,078,718 1,953,718 325,471 325,471

会計方針の変更による

累積的影響額

会計方針の変更を反映した

当期首残高
3,500,000 875,000 1,078,718 1,953,718 325,471 325,471

当中間期変動額

剰余金の配当 △183,136 △183,136

欠損填補

中間純利益 195,445 195,445

自己株式の取得

自己株式の処分

自己株式の消却 △100,056 △100,056

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 － － △100,056 △100,056 12,308 12,308

当中間期末残高 3,500,000 875,000 978,662 1,853,662 337,780 337,780

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △96,106 5,683,084 57,636 57,636 5,740,721

会計方針の変更による

累積的影響額
－ －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
△96,106 5,683,084 57,636 57,636 5,740,721

当中間期変動額

剰余金の配当 △183,136 △183,136

欠損填補 － －

中間純利益 195,445 195,445

自己株式の取得 △100,573 △100,573 △100,573

自己株式の処分 98 98 98

自己株式の消却 100,056 － －

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△38,608 △38,608 △38,608

当中間期変動額合計 △418 △88,166 △38,608 △38,608 △126,774

当中間期末残高 △96,524 5,594,918 19,028 19,028 5,613,946

　


